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研究成果の概要（和文）： 

本研究では、まず、第一に、中国において日系の自動車企業がいかに日本的な生産システム

を維持しているかについて金型などから明らかにしている。ただ限定的ではあるが、現地化（組

立ライン・人材）も行われていることも調査している。第二に、日本の調査では、関東、中部

についで第三の集積地になっている九州地域では、地場調達率の引上げが課題にとなっている

が、北海道・東北地域では、地場企業の参入が極めて困難になっていることを明らかにしてい

る。 

 
研究成果の概要（英文）： 

This research reveals, first, how Japanese automobile companies retain the Japanese 

systems, for example; the mold supply systems, in China. And, we find a few facts of making 

to the local. Second, in the research of Japan, we point out the following two points. 

A rise of the local procurement rate is a problem in Kyusyu, which is the third accumulation 

ground of the automobile industry next to Kanto and Chubu. And, in Hokkaido and Tohoku, 

it was very difficult for the local companies to enter the market of the auto parts. 
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１．研究開始当初の背景 
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サイドから多角的に研究を進めてきた。具体

的には、日本の自動車産業の発展史、日本の

自動車メーカーのグローバル車開発戦略、自

動車メーカーの物流およびマーケティング戦

略、そしてサプライヤーシステムの日米比較、

サプライヤーの技術に着目した自動車産業の

技術競争力の基盤形成のメカニズム等である。

各自が自己の専門分野から自動車産業研究に

アプローチし、多角的・重層的に日本の自動

車産業の競争力の源泉と抱える課題について

研究会で研究活動および予備調査を進めてき

た。今回のテーマである「アジア共同体構想

時代における自動車産業のサプライヤーシス

テムに関する比較研究」は、これまでの日 

本的生産システムに関する既存研究を踏まえ

た上で、われわれの研究活動で得られた知見

をさらに発展させることを課題としている。

アジア共同体ということが構想される中で、

経済レベルでは資本の相互浸透により実体性

をもちつつある。アジア各国とどういった分

業関係・補完的関係を形成する中で、日本の

産業が競争力を維持しつづけるかということ

が課題となる。こうした課題との関係で日本

のモノづくりシステムの再評価という視角か

ら研究課題を設定した。 

 

２．研究の目的 

この研究の目的は以下のとおりである。 

 第一に、日本のサプライヤーシステムの再

評価に関する問題である。グローバル化、IT

化、アジア市場（とくに中国）の成長を背景

として、日本の自動車メーカーはアジア展開

を行い、生産システムをクローズドシステム

からオープンシステムへと転換してきている。

これらに関する研究としては分散統合型シス

テムあるいはモジュール型生産システムとし

て近年研究が蓄積されてきている。しかし、

実際の生産システムの移行過程においては

様々な問題が生じている。特に問題となって

いるのは品質の確保の問題である。国内を生

産基盤としていた際の日本的なクローズドな

生産システムにおいて特徴となっていた部品

間の摺り合わせとそれによる品質の保証が、

オープンなシステムにおいて、特に現地サプ

ライヤーとの関係において限界性を有し、結

果として品質問題として顕在化してきている。

最近のトヨタにおけるリコール発生問題は、

こうしたモジュール化への展開の未成熟が原

因であるといえる。そこで、自動車産業にお

ける国際的な分散統合化・モジュール化の流

れへの対応とそこで現実問題として起きてい

るシステム上の問題を明らかにした上で、生

産システムの国際化の中に日本的システムを

どう位置づけ直すのか、この点をサプライヤ

ーシステムの再構築という視角から分析する

ことが第一の目的である。日本の生産システ

ム・サプライヤーシステムの競争優位の源泉

を明らかにした、われわれの研究グループの

蓄積として、歴史的・政策的視点から山崎『戦

後日本の自動車産業政策』、アメリカとの比較

において平野「戦前アメリカ自動車産業のサ

プライヤー・システム」があり、アジア地域

でのサプライヤー政策に関しては、野村「イ

ンドネシア自動車産業の開放展開」「インドネ

シアにおける小規模企業育成政策と裾野産

業」がある。これらの研究成果は、これまで

の日本の自動車産業の制度的・システム的優

位性とその問題点、アジア戦略の実態を明ら

かにしたものである。 

 第二に、日本国内における生産基盤の再構

築に関する問題である。とりわけサプライヤ

ーシステムという視角からすると、自動車産

業における地域下請け構造がアジア展開に伴

い、どう整理・統合され再編されつつあるか

という点である。これは、第一の点とも関わ

って、自動車産業の国際的な流れの中で、国

内生産基盤をどう位置づけ、企業内・企業間

国際分業を戦略的に展開していっているのか

を明らかにすることでもある。具体的には、

例えば、モジュール化という点でいえば、一

次サプライヤーを中心に生産がどう集約され、

二次以下のサプライヤーが再編されているか

である。長期相対取引にもとづくサプライヤ

ーの関係的技能形成メカニズムが日本の自動

車産業の Q・C・D において高いパフォーマン

スを支えるものとして評価されてきたが、国

際化・IT 化という要素が加わる中で、これを

どう維持していくのか、あるいは維持してい

こうとしているのかを明らかにする必要があ

る。日本の自動車産業の競争力は自動車メー

カーとサプライヤーが一体となった技術力に

ある。研究開発基盤・生産基盤のプロトタイ

プとして技術競争力の基盤形成メカニズムを

国内において維持することが自動車産業の海

外生産における諸問題を解決する上で必要で

ある。こうした観点から既存の国内生産基盤

となっている地域、愛知圏、広島圏、関東圏、

九州圏における地域下請け構造の再編だけで



なく、大手自動車部品メーカーが新たに進出

する予定になっている北海道などによる新た

な基盤形成も含めて、国内生産基盤の再構築

という視角から分析することが第二の目的で

ある。この分析にあたっては、自動車メーカ

ー側の分析だけでなく、サプライヤー、中小

企業側の対応という観点からも分析していく。

北海道のように、従来自動車の生産基盤のな

かった地域へ自動車部品メーカーが進出する

ことにより、当該地域の中小企業が自動車関

連部品メーカーへと転換してく動きがみられ

る。こうした地域の再編という観点も含めて、

上述の課題を明らかにしていく。 

 

３．研究の方法 

第一に、日本の自動車メーカーの中国市場

での研究開発、購買、生産管理、サプライヤ

ー管理の実態について調査による把握を行う。

そのためまず、調査対象とする自動車メーカ

ー、地域、サプライヤーを選定する。調査は、

複数年にわたって行われた。調査対象地域は、

これまでのわれわれの研究実績との関係から、

天津、広州、上海（嘉定区）、蘇州（蘇州新

区）などである。これらの地域については、

すでに何度か調査が実施され、本格的調査の

実施は容易な状況にあった。 

 日系自動車メーカーの調査に関しては、主

に天津、広州地域を中心に行った。また、同

時に、同地域に進出している日系自動車部品

メーカーおよび、同地域に進出している当該

自動車メーカーと直接的、間接的取引のある

ローカル自動車メーカーの調査を行った。上

海（嘉定区）の調査の位置づけは、欧米の自

動車メーカーの動向を明らかにすることであ

る。この地域には、ドイツフォルクスワーゲ

ン、アメリカＧＭが進出し本格的な生産拠点

を形成しているので、日系自動車メーカーと

の比較対象として同地域の調査を行った。蘇

州地域は、工業開発区である蘇州新区に大規

模な自動車部品工業団地の建設をすすめてお

り、自動車関連の一大部品供給基地となる集

積づくりを進めている。こうした中国の自動

車産業育成政策も含めて調査を行った。われ

われの主眼は、主に中国における日系自動車

メーカーのサプライヤーシステムにあるので、

重点的に調査する内容は、以下の点である。

①日系サプライヤーとローカルサプライヤー

の使い分けの基準および実態、②ローカルサ

プライヤーの技術水準および技術指導の内容、

③日系サプライヤー、ローカルサプライヤー

と自動車メーカー間の共同開発の状況、④自

動車メーカーの組立工程における生産管理の

実態、⑤①～④において具体的に生じている

問題および課題を中心に調査を行った。調査

の方法は、ヒアリング調査で実施した。調査

時期は、９月と３月に集中的に調査を行った。 

第二に、国内の自動車関連産業集積地域の

調査を行った。具体的な調査対象地域として

は、北海道、横浜、愛知、広島、九州地域で

ある。関東、愛知、広島地域に関しては、生

産拠点地域として地域下請構造をどのように

再編して来ているのかという観点から調査を

行った。九州、北海道地域に関しては、自動

車メーカーの地方展開と新たな地域拠点の形

成という観点から調査を行った。九州地域に

関しては、この10年間の動向を踏まえて、北

海道については、まさにこれから形成される

段階であるので、地元中小企業の対応も踏ま

えて比較研究を行う。 

 中心的な調査内容は以下の点である。愛知、

広島、九州については①第一次サプライヤー

を中心に生産内容が具体的にどう変わってき

ているか。具体的には、取引先自動車メーカ

ーの海外展開や自動車生産のモジュール化と

いった傾向に対して、一次サプライヤーのレ

ベルでの生産内容、生産方法が具体的にどう

変化しているか。②①との関連で、第一サプ

ライヤーの第二次サプライヤーの管理の仕方

が具体的にどう変化してきているのか。サプ

ライヤー管理の権限がどの程度、自動車メー

カー側から委譲されているか。③第一次サプ

ライヤー自身の中国戦略動向。④①～③との

関連で二次サプライヤー以下に対する影響お

よび二次サプライヤー以下の対応、⑤①～④

を含めて地域下請け構造の機能の再編過程の

特徴を総括する。北海道については、大手自

動車部品メーカーの同地域への進出を契機と

して、従来、自動車とは関係のなかった中小

企業が自動車関連産業へと積極的に参入しよ

うとする動向がある。故に、北海道を新しい

自動車産業集積地域として着目し、大手自動

車部品メーカーが地元中小企業をどう組織し、

また、地元中小企業がどう対応していこうと

しているのかを調査し、自動車産業における

新しい生産基盤の形成過程の実態を調査した。 

 

４．研究成果 

 研究成果は、以下の諸点である。 



第一は、機械工業の基盤的技術である金型技 

術を研究対象とし、その技術的特性および形 

成過程、そして中国における当該産業との比 

較により日本の金型工業の比較優位性を産業 

技術論的資格から分析したことである。金型 

は量産型機械工業のマザーツールであり、自 

動車をはじめとする量産型機械工業において 

は不可欠なツールである。この金型の基本的 

品質・精度が量産機械工業の品質面での競争 

力を規定する側面を有している。日本はこれ 

まで世界の１/３の金型を供給してきたほど 

の金型生産大国であった。なぜ、これほどま 

での技術競争力を形成するまでにいたったの 

か、この点を問題意識とし、金型の技術特性、 

歴史的形成過程をまず分析している。日本に 

おいては金型が独立した産業として形成され、 

資本財工業の競争力を形成する「範囲の経済」 

を実現することにより、その競争力を形成し 

てきた。この点を歴史実証的に検証し、ロー 

ゼンバーグ等の資本産業論から競争要因を規 

定している。そして、そのことが近年発展著 

しい中国の当該産業に対しても競争優位を維 

持しつつづけることの根拠を示している。金

型のほとんどが現地に進出している日系金型

メーカーから調達しており、ミドルエンドの

部品用の金型については、一部、台湾系、韓

国系の金型メーカーを利用しているものの、

中国ローカル系金型メーカーのものはほとん

ど利用されていないことが明らかにされた。

また、中国民族系自動車メーカーの金型調達

の実態を見た場合も、日系や台湾系の金型を

利用していることが多く、自動車というハイ

エンド製品に関しては、日系の金型メーカー

の存在意義が依然として高いものとなってい

ることを明らかにしている。これらの研究の

意義は、生産がグローバル化・アジア化され

ている中で、日系企業がいかに日本的な生産

システムを維持しているかについて、金型と

いうキーツールから明らかにしている点であ

る。 

第二は、中国でのサプライヤーシステムの 

特徴を日本との比較で明らかにしたとこであ 

る。組立メーカーにおいては、広州トヨタに 

みられるような部品組み付けを単純化する試 

みが進んでいる。またトヨタ系の部品メーカ 

ーを中心に人材を管理職も含めて、中国人の 

登用が行われている。一次サプライヤーは、 

日系メーカーの場合、日本メ-カーが多いが 

二次サプライヤーにおいては、中国メーカー 

の利用が進んでいる。また中国民族系組立企 

業の中で、基幹部品メーカーに対して、資本 

関係を持つ動きが進展しているのに対して 

日本メーカーの中で、日産・マツダでは関係 

を解消する過程を明らかにした。 

第三は、日本での調査・研究である。 

平成19年度から20年度には北海道の自動車 

産業集積を調査し、20年度から21年度にか 

けては東北地域（特には岩手県と宮城県） 

を中心に調査を行った。なお、22年度は両 

地域に見られる自動車産業集積の新たな動 

きをフォローするとともに、次の課題のた 

めの自動車産業関連資料の収集を行った。 

調査・研究の結果、同地域の組立メーカー、 

大手サプライヤーともに生産・部品調達は、 

組立メーカー本社の動きに規定されており、 

それゆえ自治体の自動車産業関連施策には 

限界があり、地場企業の自動車産業参入は 

極めて困難なことなど、自動車産業集積と 

地域経済活性化の関係でこれまでに着目さ 

れていない点を明らかにした。 

また同時平行で九州地域についても調査し 

た。近年、九州地域には日産社系、トヨ 

タ社系、ダイハツ社系の３つの組立メーカ 

ーが立地し、自動車生産能力は年間150万 

台を上回ることが見込まれ、関東、中部に 

次いで日本第3の集積地になっている。九 

州地域の自動車産業にとっての重要な課題 

の一つが自動車部品の地場調達率の引き上 

げ（50％⇒70％）であり、トヨタ社系を事 

例に製品の開発・設計、品質管理の向上、 

大量生産によるコスト削減、部品調達のリ 

ードタイムの短縮、輸送コスト削減などを 

可能とするためのサプライヤー・システム 

の動向および自治体の産業振興策を調査し 

てきた。この研究の意義は、東アジア共同 

体が構想される下で、九州地域の自動車産 

業の経営基盤を自動車部品サプライヤー・ 

システムについて把握するものであり、他 

に類例のない稀少な研究である。この研究 

の意義は、東アジア共同体が構想される下で、 

九州地域の自動車産業の経営基盤を自動車部 

品サプライヤー・システムについて把握する 

ものであり、他に類例のない稀少な研究であ 

る。この研究の意義は、東アジア共同体が構 

想される下で、九州地域の自動車産業の経営 

基盤を自動車部品サプライヤー・システムに 

ついて把握するものであり、他に類例のない 

稀少な研究である。 
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